
【全ての事務事業】→各部局において部局長マネジメントのもと、ゼロベースで検証

【重点取組分】

【優良事例展開】

※一般財源1,000千円以上の事業グループから抽出（人件費、社保、公債費、税等交付金等除く）

①総務部の視点で各事業を評価のうえ、見直し・改善の方向性（廃止を含
む）を検討
ア 政策目的に対し、民間の事業等を活用して対応できるかどうかを検討（複数年

度に渡る検討も視野）

イ その上で、見直しが必要と判断した事業を重点取組分として事業所管部局に
通知

③各部局の次年度以降における事業方針の説明とあわせて知事協議を実施

政策経費(※)のうち、総務部において見直すべきと判断する事業について、
予算編成（予算要求）の事前整理として知事協議を行うもの

令和４年度における事務事業の見直し・改善の取組みについて

①部局の取組内容の決定

②知事協議
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部局ごとに事務量削減に向けた取組みについて検討・実行し、その取組内容を全部局
に周知し横展開を図ることで、県全体の更なる事務量の削減につなげるもの

７月～９月 １０月～

令和４年７月１９日
総 務 部

②上記の見直し対象とされた事業について、事業所管部局としての考え方、
今後の方針を整理


